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はじめに 

 

繊維産業は短納期かつ多品種の商品構成であるため、小ロット生産が中心

である。そのため、生産性の向上のためには、生産工程全体（サプライチェ

ーン）が市場情報を共有しつつ市場の環境変化に適切に対応できる高度な商

品供給体制が必要である。しかしながら、日本の繊維産業の産業構造は、多

工程にわたっているため、その結果、工程ごとに情報が分断される傾向があ

り、産業全体の生産性の向上を困難にしてきた。 

また、近年、日本の繊維産業の生産工程は、中国を始めとした国際展開が

進んでいるため、市場の環境変化への適切な対応はより困難となってきてい

る。さらに、安心・安全といった品質問題への対応が重視されつつあり、サ

プライチェーン全体での品質情報の共有も重要な課題となってきている。 

こうした中で、日本の繊維産業の国際競争力を強化するためには、サプラ

イチェーンを担う業界全体が共通認識を持った上でＩＴ（情報技術）を導入

し、業務の高度化・効率化を図ることで生産性を向上させる必要がある。 

ただし、日本の繊維産業が中小企業中心であることを考慮すると、企業を

越えた情報共有を進めるために必要となる各種の標準化に加え、中小企業が

活用しやすい共同利用できるシステムの整備も重要となる。そのためには、

過剰に商流に依存しないシステム提供の仕組みを構築するとともに、複数の

共同利用システムの間の情報交換を可能とするインターフェース標準の設

定も必要となる。 

今回の繊維産業情報化基盤策定調査事業では、日本の繊維業界で過去に取

り組まれてきた情報化事業の課題を整理し、企業内及び企業間における情報

化の現状や問題点を明らかにした。また、このような問題点を打破するため

の示唆を与えうるものとして、他国における情報化への取組や近年の技術開

発動向を示し、今後の業界全体の生産性向上のために必要な情報化の方向性

について調査・検討を行った。本報告書はその結果をまとめたものである。

本報告書の取りまとめに際しては、業界団体や企業の実務担当者を委員とし

た繊維産業情報化基盤策定調査委員会を設置して、調査の進捗報告および取
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りまとめ内容の検討を行った。 

なお、繊維業界全体の方向性については、平成１９年５月に経済産業省が

公表した「繊維産業の展望と課題」で詳細に分析が行われているため、本事

業ではその内容を踏まえ、情報化に焦点をあてて調査・検討を行った。 

 

                                    

平成２０年２月 
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座長 児玉 文雄 芝浦工業大学大学院教授、技術経営研究センター長 

副座長 小川 進  神戸大学経営学研究科教授 

委員 阿部 旭  繊維産業流通構造改革推進協議会 
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